
別紙様式１ 
農業農村整備事業等再評価地区別資料 

 

局    名 九州農政局 

 

都道府県名 熊本県 関係市町村名 玉名郡
た ま な ぐ ん

南関町
なんかんまち

  

事 業 名 農村地域防災減災事業 地  区  名 陣
じん

の
の

平
ひら

  

事業主体名 熊本県 事業採択年度 平成 26 年度 

〔事業内容〕 

事 業 目 的 ： 

 

本地区は、南関町の北部に位置し、昭和 48 年３月 30 日に地すべり防止区

域の指定を受け、昭和 48 年度から平成９年度まで地すべり対策事業を実施し

ている。 

 平成９年度の概成から約 10 年が経過した平成 20 年度より、対策工事の継

続的効果及び区域内の新たな地すべりの兆候を確認する目的で、県単農地防

災減災事業により調査等を実施したところ、地すべりの兆候が見られた。 

このため、本事業により老朽化した排水施設の全面改修や、既往地すべり

で計画安全率を確保できていない地すべりブロックでの、抑制工（地下水排

除工）を実施することにより、本地域全体として農業経営の安定と国土保全

を図るものである。 

受 益 面 積 ： 

主要工事計画： 

115ha 

集水井            ３基 

集排水ボーリング       １km 

承水路工（水兼道路）     ４km 

明暗渠排水路工        ２km  

法面保護工（植生マット工） 800 ㎡ 

法面保護工（簡易法枠工）  430 ㎡ 

総 事 業 費： 767 百万円（計画総事業費：725 百万円） 

工 期： 平成 26 年度～令和８年度（計画工期：平成 26 年度～令和８年度） 

関 連 事 業 ： なし 

〔項 目〕 

ア 事業の進捗状況 

本地区全体の整備状況として、令和５年度までの進捗率は 67.4％であり、集排水ボーリング

１km（100.0％）、承水路工１km（25.0％）、明暗渠排水路工２km（100.0％）が整備済みであ

る。 

今後は法面保護工（簡易法枠工及び植生マット工）を進める予定である。 

 

① 計画工期に対して著しい変更は認められないか 

 令和２年７月豪雨により、地すべり想定箇所の崩壊面拡大が確認されたことから、対策工法

の変更（集排水ボーリング、承水路工の延長増）及び追加（法面保護工）が必要となったため、

工期を延伸することとなった。 

 

② 地元負担等について、関係者間の合意形成が図られているか 

 地元負担なし（国 50％、県 50％）で、地元関係者との合意形成は図られている。 



 

イ 関連事業の進捗状況 

 該当なし。 

 

① 「農業農村整備事業管理計画」等に即し、関連施策等との連携・調整が行われているか 

農業農村整備事業管理計画に即し、適切に連携・調整が行われている。 

 

② 国営附帯地区については、国営事業との進度調整が図られているか 

該当なし。 

 

ウ 農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化 

① 受益面積の増又は減が 10％未満であるか 

計画変更（令和５年３月計画確定）以降、受益面積の変動は生じていない。 

② 主要工事計画の著しい変更が認められないか 

計画変更（令和５年３月計画確定）以降、主要工事計画の変更はない。 

 

エ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化（費用対効果分析の結果を含む） 

 本地区は、農業効果の算定基礎となる地域農業振興の基本方針などの諸情勢の変化を踏まえ

た計画変更を行っており、計画変更以降、費用対効果分析の基礎となる要因の変化は生じてい

ない。 

  

① 工法や事業量の変更に伴う事業費増分（労賃又は物価の変動によるものを除く。）が計画

事業費の 10％未満であるか 

計画変更（令和５年３月計画確定）以降（事業計画の策定以降）、工法や事業量の変更に

伴う事業費増分（労賃又は物価の変動によるものを除く。）はない。 

 

② 市町村等が策定する農業振興計画等との整合が図られているか 

南関町の農業振興地域整備計画と整合が図られている。 

 

③ 費用対効果分析の結果 

（B/C）5.18 （現計画：4.79） 

 

オ 環境等の調和への配慮 

 地すべり対策工については、地中構造物や既設構造物の改修が主であり、施工時に使用する

バックホウ等の機械については低騒音型、排出ガス対応型を使用し、環境に配慮している。 

 今後も、同様の対応を行っていく。 

 

カ 事業コスト縮減等の可能性 

本地区は、昭和 48 年度から平成９年度に地すべり対策事業を実施しており、本事業により

老朽化した排水施設の全面改修や抑制工（集排水ボーリング）を実施していることから、道路

崩壊箇所（水兼道路等）において、現場で発生した自然石で石積を行うことで、コスト縮減を

図っている。 

 

キ 地元（受益者、地方公共団体等）の意向 

地元住民や受益対象者の意向として、地すべりブロックの下部に位置する地元住民からは、

安全上事業の推進を要望されており、地質調査や観測、対策工事についても、地元住民や受益

対象者は協力的であり、早期の地すべり対策事業の完了を望んでおり、事業に対する反対意見

は受けていない。 

関係機関・団体の意向としては、南関町から地すべり対策事業の早期実施について要望がな

されており、現在も地すべりの変動がみられることから、早期完了の要望がなされている。 

 

 



ク その他 

第１回計画変更年月日（計画確定日） 令和５年３月 27 日。 

  

事 業 主 体 の 

事業実施方針 
継続する。 

事 業 主 体 の 

予算要求方針 
令和７年度予算を要求する。 

第  三   者 

の 意 見 

 

本地区では、令和２年７月豪雨の影響により地すべり崩壊面の拡大が確認さ

れたため、対策工法の変更（集排水ボーリングの延長増及び法面保護工の追加）

が必要となった。事業の進捗率は約７割であり、整備済みの範囲では地すべり

の変動が抑制されるなど、一定の効果が発現している。 

地元からは、現在も地すべりの変動がみられることから、本事業の早期完了

が望まれている。 

今後もコスト縮減を図りつつ、環境等への調和に配慮しながら、地すべり対

策施設の整備を着実に推進することが望まれる。 

 

補 助 金 

交 付 の 方 針 
予算を割り当てる。 

 





別紙様式１ 
農業農村整備事業等再評価地区別資料 

 

局    名 九州農政局 

 

都道府県名 鹿児島県 関係市町村名 鹿屋市
か の や し

 

事 業 名 農村地域防災減災事業 地  区  名 第二
だ い に

甫
ほの

木
き

 

事業主体名 鹿児島県 事業採択年度 平成 26 年度 

〔事業内容〕 

事 業 目 的： 

 

本地区は、鹿児島県大隅半島のほぼ中央に位置し、特殊土壌の火山灰シラ

スに覆われた畑地地帯である。営農意欲の高い地域であり、近年の営農体系

の変化（露地栽培からマルチ栽培）により、降雨時の洪水量が増大している。

その結果、既設排水路の越水や施設の老朽化のため、農地や農業用施設に被

害が発生している。 

 このため、本事業で排水施設を整備することにより、農地災害を防止し、

農業生産性の向上を図り、本地域全体として農業経営の安定と国土保全を図

るものである。 

受 益 面 積 ： 

主要工事計画： 

49ha 

排水路 ２km 

集水路 ２km 

承水路 ４km 

総 事 業 費 ： 1,109 百万円（計画総事業費：1,076 百万円） 

工 期： 平成 26 年度～令和７年度（計画工期：平成 26 年度～令和７年度） 

関 連 事 業 ： なし 

〔項 目〕 

ア 事業の進捗状況 

本地区の排水路及び集水路は概ね完了しており、令和５年度末までで、87.1％である。今後

は、残る承水路の整備を進める予定である。 

 

① 計画工期に対して著しい変更は認められないか 

本地区は、計画工期に対して著しい変更は生じていない。現在、令和７年度完了に向け計画

的に事業進捗を図る予定である。 

 

② 地元負担等について、関係者間の合意形成が図られているか 

 地元負担については、関係市との合意形成が図られている。 

 

イ 関連事業の進捗状況 

該当なし。 

 

① 「農業農村整備事業管理計画」等に即し、関連施策等との連携・調整が行われているか 

鹿屋市が策定する農業農村整備事業管理計画に即し、適切に連携、調整が行われている。 

 

 



② 国営附帯地区については、国営事業との進度調整が図られているか 

該当なし。  

 

ウ 農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化 

① 受益面積の増又は減が 10％未満であるか 

計画変更（令和３年４月計画確定）以降、受益面積の変動は生じていない。 

 

② 主要工事計画の著しい変更が認められないか 

計画変更（令和３年４月計画確定）以降、著しい事業量の変更はない。 

 

エ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化（費用対効果分析の結果を含む） 

 本地区は、農業効果の算定基礎となる地域農業振興の基本方針などの諸情勢の変化を踏まえ

た計画変更を行っており、計画変更以降、費用対効果分析の基礎となる要因の変化は生じてい

ない。 

 

① 工法や事業量の変更に伴う事業費増分（労賃又は物価の変動によるものを除く。）が計画

事業費の 10％未満であるか 

計画変更（令和３年４月計画確定）以降、工法や事業量の変更に伴う事業費増分（労賃又は

物価の変動によるものを除く。）はない。  

 

② 市町村等が策定する農業振興計画等との整合が図られているか 

鹿屋市が策定する農業振興地域整備計画と整合が図られている。 

 

③ 費用対効果分析の結果 

（B/C）1.80（現計画時：1.28） 

 

オ 環境等の調和への配慮 

 本地区の施設整備において、工事期間中の建設機械から発生する騒音や排出ガスにより、下

流域生物への悪影響や地球温暖化等が懸念される。 

 対策として、施工時に使用するバックホウ等の機械については低騒音型、排出ガス対応型を

使用し、環境に配慮している。 

 

カ 事業コスト縮減等の可能性 

工事により発生する建設発生土について、地域内の有効利用に積極的に取り組み、処分費用

の縮減に努めている。 

 

キ 地元（受益者、地方公共団体等）の意向 

既設排水路の通水能力と台地全体の排水計画を再検討し、農作物や農業用施設の被害防止、

農地の保全、農村環境の安定を図るものである。 
 近年の突発的な豪雨や台風等による農地侵食被害が毎年発生しており、地元は早期の完成を

望んでいる。 

 

ク その他 

第１回計画変更年月日（計画確定日） 令和３年４月７日。 

 

事 業 主 体 の 

事業実施方針 
継続する。 

事 業 主 体 の 

予算要求方針 
令和７年度予算を要求する。 



第  三   者 

の 意 見 

 

本地区では、現在までに排水路の整備が約７割完了しており、整備済みの排

水路周辺では、農地の侵食や湛水被害が軽減されるなど、効果が発現している。 

地元からは、近年の突発的な豪雨や台風による被害が発生していることか

ら、本事業の早期完了が望まれている。 

今後もコスト縮減を図りつつ、環境等への調和に配慮しながら、排水路の整

備を着実に推進することが望まれる。 

 

補 助 金 

交 付 の 方 針 
予算を割り当てる。 

 





別紙様式１ 
農業農村整備事業等再評価地区別資料 

 

局    名 九州農政局 

 

都道府県名 鹿児島県 関係市町村名 南種子町
みなみたねちょう

 

事 業 名 農村地域防災減災事業 地  区  名 南種子
み な み た ね

 

事業主体名 鹿児島県 事業採択年度 平成 26 年度 

〔事業内容〕 

事 業 目 的： 

 

本地区は、種子島の南端に位置した稲作及び畑作地帯であり、水稲やサツマ

イモなどを中心に栽培してきたが、本地区の用排水路については、大部分が土

水路のため、台風時や近年多発している集中豪雨の際には、用排水路の洗堀や

農地の侵食を繰り返し、農作物や農業用施設に多大な被害が発生している。ま

た、ため池については、堤体断面不足による大規模な災害発生が懸念されてい

る。 

 このため、本事業により本来の施設機能が低下している農業用排水施設と

農業用ため池の機能回復を図り、本地域全体として農業経営の安定と国土保

全を図るものである。 

受 益 面 積 ： 

主要工事計画： 

72ha 

農業用用排水施設 （用排水路 ６km(14 路線)） 

農用地利用保全 （ため池  ３か所） 

総 事 業 費 ： 1,369 百万円（計画総事業費：1,347 百万円） 

工 期： 平成 26 年度～令和８年度（計画工期：平成 26 年度～令和８年度） 

関 連 事 業 ： 該当なし 

〔項 目〕 

ア 事業の進捗状況 

本地区は用排水路 14 路線のうち４路線が完了しており、令和５年度末までの進捗率は 53.1％

（事業費ベース）である。残りの路線及びため池についても、今後、整備を進める予定である。 

 

① 計画工期に対して著しい変更は認められないか 

 本地区は，計画工期に対して著しい変更は生じていない。 

現在、残事業の用排水路整備、ため池整備も、令和８年度完了に向け計画的に事業進捗を図

る予定である。 

 

② 地元負担等について、関係者間の合意形成が図られているか 

 地元負担について、関係者との合意形成が図られている。 

 

イ 関連事業の進捗状況 

該当なし。 

 

① 「農業農村整備事業管理計画」等に即し、関連施策等との連携・調整が行われているか 

南種子町が策定する農業農村整備事業管理計画に即し、適切に連携・調整が行われている。 

 



② 国営附帯地区については、国営事業との進度調整が図られているか

該当なし。

ウ 農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化

① 受益面積の増又は減が 10％未満であるか

計画変更(令和３年 12 月計画確定)以降、受益面積の変動は生じていない。

② 主要工事計画の著しい変更が認められないか

計画変更(令和３年 12 月計画確定)以降、主要工事計画の変更はない。

エ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化（費用対効果分析の結果を含む）

本地区は、農業効果の算定基礎となる地域農業振興の基本方針などの諸情勢の変化を踏まえ

た計画変更を行っており、計画変更以降、費用対効果分析の基礎となる要因の変化は生じてい

ない。 

① 工法や事業量の変更に伴う事業費増分（労賃又は物価の変動によるものを除く。）が計画事

業費の 10％未満であるか

計画変更(令和３年 12 月計画確定)以降、工法や事業量の変更に伴う事業費増分（労賃又は物

価の変動によるものを除く。）はない。 

② 市町村等が策定する農業振興計画等との整合が図られているか

 南種子町が策定する農業振興地域整備計画と整合が図られている。

③ 費用対効果分析の結果

（B/C）2.58（現計画時：1.82）

オ 環境等の調和への配慮

本地区の施設整備において、工事期間中の建設機械から発生する騒音や排出ガスにより，地

球温暖化等が懸念される。 

対策として，施工時に使用するバックホウ等の機械については超低騒音型、排出ガス対応型

を使用し、環境に配慮している。 

カ 事業コスト縮減等の可能性

工事により発生する建設発生土について、処分場に搬出せず地域内で有効利用できるよう、

地権者等に積極的に声かけを行っており、処分費用の縮減に努めている。 

今後、実施予定の工事においても、積極的にコスト縮減に努めることとする。 

キ 地元（受益者、地方公共団体等）の意向

南種子町の用排水路工（６km）、ため池(３か所)を整備することにより、災害発生を未然に

防止し、本地域全体として農業経営の安定と国土保全を図るものである。 

近年の突発的な豪雨や台風等による被害が継続しており、地元は早期の完成を望んでいる。 

ク その他

第１回計画変更年月日（計画確定日） 令和３年 12 月１日。

事 業 主 体 の 

事業実施方針 
継続する。 

事 業 主 体 の 

予算要求方針 
令和７年度予算を要求する。 



第  三   者 

の 意 見 
本地区では、現在までに用排水路の整備が約５割完了しており、整備済み

の用排水路周辺では、湛水被害が軽減されるなど、効果が発現している。 

地元からは、近年の突発的な豪雨や台風による被害が発生していることか

ら、本事業の早期完了が望まれている。 

今後もコスト縮減を図りつつ、環境等への調和に配慮しながら、用排水路

及びため池の整備を着実に推進することが望まれる。 

補 助 金 

交 付 の 方 針 
予算を割り当てる。 






